
委託料を出しているのか。

そしてまた、この漁港管理条例を制定する平成

８年前ですね、この時点で漁港の管理を漁協に委

託料を払っていたんですか。そこら辺もあわせて

お伺いをいたします。

○水産農林部長 (井上 功君) 遊漁船に関する委

託料は、平成８年前は払っておりません。

それと、この６漁協、5,491万円の委託の内容

ですけれども、先ほどもご説明をいたしましたと

おり、施設利用者の誘導、施設内の清掃、申請受

付事務、係留場所の確認や係船指導などの内容の

名目で委託料を出しております。

以上でございます。

○市長 (伊藤一長君) 柳川議員の再質問にお答え

をいたしたいと思います。

プレジャーボートもそうでありますし、漁協に

登録した漁船もそうでありますけれども、そうい

うお金の問題の出し入れがどうなっているのかと

いう問題でございまして、これは今、海洋レジャー

が非常に盛んになってきておりますし、そういう

水産業の振興も含めて、また、漁場の管理も含め

て、私は、21世紀は環境の世紀と言われておりま

すので、大事なことだというふうに思います。

ただ、県が直接、かつては行っていたときと、

その後、いわゆるそういう漁港の整備は県の方で

しながら、後の委託管理は市を経由して漁協の方

でやっているというところの、そういうふうな一

時期で委託管理方式が変わったということも一部

あろうかというふうに思います。

柳川議員さんのご質問の中身、ご指摘は私もよ

く理解できますので、その年度の問題、委託管理

のあり方の問題、そういう問題をよく調査、年度

の問題もございますので、精査をして、よければ

委員会か何か、そういうふうな所管のところにで

もご報告をさせていただきたいというふうに思い

ますので、よろしくお願いいたしたいと思います。

○５番（柳川八百秀君） 私は、金額の中身の、金

額の話を幾ら幾らとするつもりは全くありません。

ただ、収入に対して、割合が7,000万円、例えば

事業でも一緒ですけれども、収入があるのに、

5,000万円は経費として払うと、こういう考え方

といいますか、こういうものがどうしても納得が

いきませんでしたので、質問をさせていただきま

したけれども、ぜひこういう漁協への管理委託の

算定根拠、こういうものを明確にしていただきま

して、徴収した多くの使用料が係留施設の環境整

備に充てられて、漁港が漁船とプレジャーボート

がお互いに利用しやすくなりまして、そして環境

を整備することによって、今、不法係留も行われ

ているようですので、この方々にも、ぜひご理解

をいただいて、河川等に係留をしているプレジャー

ボートをきちんした係留場所にとめていくと、こ

ういう指導もよろしくお願いしたいということで

要望をいたしまして、私の質問を終わらせていた

だきます。

○議長（鳥居直記君） 次は、36番中田勝郎議員。

〔中田勝郎君登壇〕

○36番（中田勝郎君) おはようございます。

質問通告に従い、市長並びに関係部長に質問い

たします。

世界に例を見ない日本の少子・高齢化の急速化

など、近年の社会構造の激変は、社会の経済、環

境に大きな影響を及ぼして、私たちは、過去、全

く経験したことのない時代を生きているといえま

す。国の合計特殊出生率は1.33と、過去最低を記

録し、依然として少子化傾向は続いています。こ

れに対し、長崎市は1.27、県は1.52の出生率であ

ります。

このように極めて低水準であることを政府は重

視し、女性が子どもを産みやすく、育てやすい社

会を目指して、新エンゼルプランを策定し、保育

制度など改革を進めています。

また、少子化に対し、長崎市も子育て支援計画

を策定し、子どもたちの健やかな成長と子育て支

援社会の構築に全力を挙げ、児童関係の予算だけ

でも100億円を超えています。

市長も結婚式等の祝辞の中で、長崎市の人口が

減っていることに触れ、子どもを多く産んでいた

だくよう言っていると聞いていますが、長崎市も

昭和56年から59年の45万人をピークに、その後減

少し、ことしの７月１日現在では42万327名であ

ります。この現象は、少子化だけでなく、近隣に

住居を多く市民が求めたこと、また、若い人たち

の働く場が少なく、学校を卒業しても県外に職を

求めたことなどが挙げられます。また、人口増や

出生率は、私は、経済の動向にも左右されるよう
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な気がしております。例えば第１次ベビーブーム

が昭和22年から24年、この期に生まれた世代が子

どもを産み始めたため、昭和46年から49年に第２

次ベビーブームが出現しました。この時代は、日

本経済の成長期であり、50年から60年代がバブル

の最盛期でありました。しかし、この時期から少

子・高齢化が問題になってまいりました。バブル

が崩壊後もこの傾向はどんどん進んでいます。

長崎市の新生児は、第２次ベビーブームのとき

は、１年平均で8,200名、平成９年から13年の平

均が3,600名と歯どめがかかりません。そのため、

子育てにあらゆる施策を立て、取り組んでいると

ころで、これらは第２子、第３子を産んでもらう

ため、行政の対応と考えます。そのために保育園・

幼稚園の充実、無認可保育所への補助、時間延長

保育等々、ソフト面で充実してきていますが、肝

心の出生率は上がっておりません。この出生率が

上がることが、本当の意味の少子化対策と私は考

えますが、市長は、どのようにお考えでしょうか。

また、少子化の要因として、若い世代の経済的

不安感、特に教育費に経費がかかるなど、子育て

が大変ということでございます。児童が３人以上

いる家庭に対し、市独自の経済的支援策を考える

時期に来ていると思いますが、現在行われている

市営住宅優先入居、今議会に提案されている新婚

さん優先の第73号議案、保育関係では、２子は半

額、３子は無料、幼稚園就園奨励金、児童手当等、

いろんな施策は講じられていますが、効果は弱い

ようでございます。

そこで、質問いたします。

児童が３人以上いる若い世代の家庭に対しては、

入居の優先枠の拡大及び収入基準の見直しはいか

がでしょうか。

２番目に、３人目以上の子どもが誕生した場合、

市独自の措置として児童手当を満18歳まで支給す

る。

３番目に、働く女性が安心して出産・育児がで

きる環境づくりのため、育児休業制度を民間中小

企業にも積極的に普及させ、実施企業に対する助

成金の検討。

４番目に、保育料に対し、２子が半額、３子が

無料となっていますが、在園している３番目の子

どもでなく、実質、第３子を長子が義務教育を終

業するまで無料化にする等、市の考え方をお聞か

せください。

以上述べたように、経済的支援体制を行政が取

り組まなければ、実質的に新生児はふえないので

はないかと考えます。また、その取り組み時期に

来ていると思います。

次に、昨年から、国は、企業やＮＰＯ、宗教法

人、学校法人にも認可保育の事業主体として認め

るなど、性急な改革を進めようとしていますが、

保育現場や地域事業を無視するこのようなやり方

は、いろいろの問題を露呈させ、なかなか進んで

いないのが実情ですが、待機児童の解消という大

義名分があります。この問題について、市はどの

ような対策をしているのか、お尋ねします。

壇上からの質問を終わります。＝（降壇）＝

○議長（鳥居直記君） 市長。

〔伊藤一長君登壇〕

○市長 (伊藤一長君) 中田勝郎議員のご質問にお

答えをいたしたいと思います。

少子化に対する行政の対応についての一本に絞っ

た質問でございます。

我が国の少子化傾向は著しいものがあり、女性

１人が一生の間に産む子どもの数を示す合計特殊

出生率は年々減少の傾向にありまして、平成12年

には1.36と前年より若干増加したものの、平成13

年は1.33と過去最低を記録し、依然として低い水

準にあり、少子化問題は、単に福祉の問題だけで

はなく、社会的、経済的にも大きな問題となって

きているところであります。

本市における少子化は一層深刻な状況で、合計

特殊出生率を見てみましても、平成13年の本市の

数値は1.27と、国の数値を下回って推移するなど、

少子化が進行しており、子育てをどのように支援

していくかは、高齢化対策とともに重要な課題と

なってきているところであります。

このような現状の中、本市におきましては、子

ども自身が健やかに育っていける社会、子育てに

喜びや楽しみを持ち、安心して産み育てることが

できる社会を形成するための施策を引き続き推進

していくために、長崎市子育て支援計画の見直し

を今年度に行うこととしているところでございま

す。

また、第三次総合計画をもとに、これらの施策
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の推進を図ることとあわせ、行政面での体制の整

備、国、県と一体となった児童福祉施設の整備、

各種手当の支給など児童福祉行政の推進を図り、

引き続き子育て支援社会の構築を目指していると

ころでございます。

また、これからの課題といたしまして、保育所

待機児童につきましては、早急にその解消を図っ

ていくべきものと認識しているところでありまし

て、このほかにも、乳幼児健康支援一時預かり事

業、いわゆる病後児保育でございますが、現在、

３つの民間保育所に委託して実施しております地

域の子育て支援センター事業等の充実につきまし

ても、その重要性を十分認識しているところでご

ざいます。

国におきましても、少子化対策推進基本方針の

基本的な施策において、子育てを支援する良質な

住宅居住環境の整備あるいは児童手当の給付及び

費用負担のあり方等の検討、事業主に対する育児

休業取得者の代替要員確保等の費用援助の創設な

ど、積極的に推進しているところであります。

中田勝郎議員ご指摘の児童が３人以上いる若い

世代の家庭に対しての市営住宅の入居の優先枠の

拡大等につきましては、現在、児童が３人以上い

る世帯につきましては、長崎市営住宅条例第10条

の規定に基づき、市営住宅へ優先的に選考して入

居させております。優先枠の拡大につきましては、

今後、他の優先規定項目を含めた全体的な優先枠

の拡大を実施したいというふうに考えております。

また、多子世帯の市営住宅への入居要件の一つ

である収入基準の緩和の件がございます。公営住

宅法などから非常に厳しい面がございますが、今

後、その可能性の実現に向けて、市の内部で早急

に結論を出すということで頑張ってみたいという

ふうに考えておるところでございます。

次に、児童手当についてでございますが、児童

手当については、国の受託事務として、児童手当

法に基づき支給しているところでございます。そ

の内容は、義務教育就学前の児童を養育している

保護者に対しまして、第１子及び第２子について

は、それぞれ月額5,000円、第３子以降は月額１

万円を年３回の支給期ごとに支給をしているとこ

ろであります。しかしながら、保護者の所得制限

があり、前年の所得が一定額以上の場合には支給

されないこととなっておりますが、国において、

平成13年度にこの所得制限を大幅に緩和されてお

り、その改善が図られているものと考えておりま

す。

なお、平成13年度においては、延べ21万4,381

人の児童を対象に、総額約12億2,700万円の支給

を行っているところでございます。

次に、育児休業制度の普及に係る助成金の件に

ついてお答えをいたしたいと思います。

少子・高齢化が進む中、勤労者が生涯を通じて

充実した職業生活を営むためには、仕事と育児を

両立させながら、その能力や経験を生かすことが

できる環境を整備することが求められております

が、このような環境づくりに資するよう、国にお

いては、そのような環境づくりを進める事業主あ

るいは団体のために助成金を制度化しているとこ

ろであります。従来からありましたものに、事業

所内託児施設助成金、育児・介護費用助成金、育

児休業代替要員確保等助成金及び育児・介護休業

者職場復帰プログラム実施奨励金、さらに、最近、

育児・介護休業法が改正されましたことに伴いま

して、育児両立支援奨励金、看護休暇制度導入奨

励金が制度化されているところであります。本市

におきましても、労政関係の広報誌であります

「労政だより」等により、その周知啓発に努めて

いるところであります。

次に、同時入所にかかわりなく、義務教育以下

の子どもで第３子の保育料の無料化についてでご

ざいますが、子ども数の減少の中にあっては、有

効な策の一つと考えられます。これは相当昔から

議論されている問題でありまして、保育所、幼稚

園、認可外保育施設に入所している者とあわせ、

在宅において子育てをなさっている方々も含め、

総合的に検討していく必要があるというふうに考

えております。

第３子に対する無料化の状況でございますが、

保育所入所に係る子育て支援のため、保育所同時

入所の第３子につきましては、保育料を無料とし

ているところでありまして、また、保育所入所の

保護者に負担していただく保育料につきましても、

国が示しております基準と比較いたしますと、総

額で４億7,000万円を超える軽減措置を実施して

いるところでございます。
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平成13年度における試算でございますが、保育

所だけ見てみますと、現在の同時入所と同様の制

度で、小学校在校生を含めた形で、第２子を半額、

第３子を無料とした場合の試算では、年間の所要

額が約３億円の負担増となるものと見込まれてい

るところでございます。

このほか、幼稚園の入所または認可外保育施設

への入所の子どもたちもおり、これらに対する助

成も含めて検討する必要があるわけでありまして、

第３子の無料化を実施した場合には、認可外保育

施設等までを含めますと、先ほど３億円という数

字を申し上げましたが、約５億円の財源が新たに

必要となると見ておりまして、本市の厳しい財政

状況の中では、独自措置として、それらの支援を

実施するにつきましては、現段階では非常に厳し

いものがあるのではなかろうかというふうに考え

ているところでございますが、長崎市の子どもた

ちの健やかな成長並びに少子化対策のために、国

の少子化対策推進と相まって総合的な検討をして

いくべきものと認識をしております。今後とも、

引き続き検討してまいりたいというふうに考えて

いるところでございます。

次に、保育所の待機児童解消のための方策につ

いてでございますが、保育所待機児童の解消につ

きましては、これまでも少子化対策臨時特例交付

金の活用等による既存保育所の施設の拡充を初め

定員の弾力化等により、その解消に努めており、

平成14年４月時点の待機児童数は127人にまで減

少をさせることができたところでございます。し

かしながら、保育所の入所希望者は、ここ数年、

増加の一途をたどっておりまして、男女共同参画

社会の形成による女性の社会参加の機会の増大等

により、保育所入所希望者数の増加傾向は、今後

もしばらくの間は引き続くものと考えられること

から、待機児童解消につきましては、児童福祉・

子育て支援施策の重要課題として位置づけている

ところでございます。

このため、既存保育所の規模の拡大のための施

設整備の促進、認可保育所の施設基準を満たして

いる認可外保育施設の認可保育所としての設置、

私立幼稚園施設の有効活用など、国の方針に沿っ

て、平成16年度までに待機児童ゼロを目標にもろ

もろの施策を計画しているところでございます。

保育所の設置主体につきましては、中田勝郎議

員ご指摘のとおり、国の規制緩和によって、企業

などもその設置主体となれることとなっておりま

すが、保育所運営の安定的な継続等を考慮し、基

本的には、社会福祉法人による運営が適当ではな

いかと考えているところでございます。

このことから、認可保育所の施設基準を満たし

ている認可外保育施設を認可保育所として設置す

ることに際しましても、社会福祉法人になってい

ただき、その設置をしようとするものでございま

すので、よろしくお願い申し上げたいと思います。

なお、少子化対策の問題で、中田勝郎議員さん

が出生率が上がることが本当の少子化対策である

というふうな根幹に触れたわけでございます。確

かに、出生率を上げていただくということが、一

番私は大切なことであるというふうに思います。

ただ、現実には、子どもたちの教育費がかかり過

ぎる、あるいは住宅環境をもっと整えなくてはい

けない、また、男女共同参画時代が本当に進んで

おりますので、そういうものに対応しなくてはい

けないというたくさんの課題があります。今議会

にも、条例で議員の皆様方に議案としてお諮りを

させていただいております１点は、新婚世帯に対

します市営住宅の優先入居に関する条例が出され

ております。それと、先ほど本壇で申し上げまし

たように、18歳未満の第３子までおられる世帯に

対しまして、所得制限等が今までございましたが、

そういうことの枠の撤廃も含めた形で、何とか多

子世帯の方を市営住宅に優先入居できる方策が、

これは国の今の基準では非常に厳しいものがある

わけですけれども、何とかそういうものをクリア

しながらできないのかという問題等を含めて、た

くさんの課題があるわけですけれども、この住宅

政策というものをまず当面の大きな課題として私

どもは取り組むべきではないかという形で、答弁

として申し添えさせていただきたいと思います。

以上、本壇よりの答弁といたしたいと思います。

＝（降壇）＝

○36番（中田勝郎君) ありがとうございました。

今回、私がなぜ少子化対策だけを質問したかと

いうことは、今まで多くの人から少子化あるいは

高齢化社会については質問がございました。しか

し、ソフト面においては大変充実してきておりま
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すけれども、肝心の出生率がどんなにしても上がっ

てこない。一体何なのかということを、私は行政

とともに考えていきたいということで、この質問

をしたわけでございます。

まず、第１点の保育所の待機児童の件でござい

ますけれども、社会福祉法人にして、株式会社あ

るいは学校法人、いろんなものができるようにし

たいということでございますけれども、このバブ

ルの時期に、今現在の保育園は、大変景気がいい

ときには定員に満たなくて運営を厳しくされてき

た時期がございます。しかし、バブルが崩壊して、

やはりご主人の収入だけではいろんなことができ

なくて、若いお母さん方も「それならパートに行

こうか」、あるいは「働きに出ようか」というこ

とで、実は子どもを保育園に預けようということ

で、今は大変待機児童が多くなってきているわけ

でございます。

そして、今現在の保育園については、25％増員

ですか、何％増員かの、今まで認めていなかった

たものを認めるようになってまいりました。これ

は確かにいいことだと思います。ただ、この不景

気がずっと続けば保育園に入園する希望者は多い

と思いますけれども、また、景気がよくなってく

れば、ある一面減ってくるのではないかと、私は、

そういうふうに想像しております。

そうした場合に、今日まで営々として社会福祉

法人を経営してきた保育園の皆さん方、子どもが

少なくなったときに、これからどうされるのか。

今度新しくできる学校あるいは幼稚園の比較とい

いますか、少なくなったときにどういうふうに配

分していくのかという問題が一つ出てきます。特

に社会福祉法人の場合は、経営が成り立たないよ

うになってきますと、やめるということは、結局、

財産そのものを国にやるということでございます。

だから、その辺が、私は、今回の待機児童の解

消という大きな名分のもとに、いろんなところに

許可を出して、あるいは認可して保育所をつくっ

ても、先ではまた大きな問題を醸し出してくるの

ではないかなという気がいたします。

その辺について、福祉保健部長はどういうふう

にお考えなのか、ひとつお聞かせいただきたいと

思います。

それから、市長は大変前向きな答弁をされまし

た。確かに、いろんな面において施策はできてき

ております。ただ、一つ残念なのは、日本の場合

は所得制限という一つの網が常に何にもかぶさっ

ているわけでございます。児童手当にしても、あ

るいは今回の73号議案の新婚さんが市営住宅に入

りたいと、私はいいことだと、新婚さんをどんど

ん公営住宅に入れてやればいいと、これにもまた

所得制限がかかっております。これは後で委員会

の方で審議をされるでしょうけれども、児童手当、

幼稚園就園奨励金、いろんな面に所得制限がかかっ

ております、制限があります。

私は、何といいますか、市民や国民のためによ

くなることであるならば、ある一面において、こ

ういう所得制限、制限というものを撤廃するよう

に取り組んでいただきたいなという気がいたして

なりません。

例を挙げますと、私が読んだことがあって調べ

ていただいたんですけれども、フランスは、子ど

もが２人の場合は１万4,000円、日本は１万円で

すけれども、３人の場合が３万1,000円と、日本

が２万円なんですね。しかし、ここの大きな違い

は何かというと、所得制限がないということでご

ざいます、フランスの場合は。日本は所得制限が

あるわけです。そして調べてみますと、大体、75

％ぐらいが児童手当を日本の家庭でもらっている

ようでございますけれども、私がこの前も若い人

に聞いたんですけれども、「何で子どもさんをつ

くらないの」と言ったら、やはり教育費に一番金

がかかると、高校、大学に行ったときにものすご

い金がかかる。やはり大学は1,000万円を見てお

かないといけない。高校でも、どうしても200万

円は要るだろうと、そのためには若いときから少

しずつでもいいから貯蓄をしておって、子どもの

ために辛抱していかなければならないというよう

なことで、たくさんつくると、それだけ兄弟３人

も４人も大学にはやりきれないというようなこと

で子どもが少なくなってきたということも事実で

あるし、また、若い人たちは、ある一面において

は、少しは自分たちも遊びたいと、ぜいたくもし

たいと、人並みの旅行も行きたいというようなこ

とで、やはり子どもを余りつくらないというよう

な傾向になってきております。

しかし、国の方は、今、市長がおっしゃったよ
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うに、ソフト面では保育園の充実、いろんなこと

をやってきております。ただ、それが果たして生

かされているのかなという気がしてならないわけ

でございます。

そこで、私が今回質問したのは、やはりもうこ

の時期に来ては、行政が子育てにある程度の支援

を表に出してやるべきではないか。そういうふう

な気がしてなりません。そうしないと、皆さんが

言われるように、きのうも塩川議員からも言われ

ましたけれども、2050年には、長崎市の人口が30

万人と言われました。失礼な話ですけれども、滑

石、横尾、虹が丘、あの辺の人口が全部ゼロにな

るのに等しいわけでございます。よその地域の名

前を出して言うのは失礼ですけれども、五島、対

馬、壱岐、全島無人島になるぐらいの長崎市の人

口が消えるということでございます。そうすると、

やはり長崎で事業をしている、商売をしている人

たち、それは電車にしても、バスにしても、いろ

んなものがありますけれども、やはり人口が減る

ということは、まちの衰退につながるということ

を私は滑石地区で実感をしております。昭和50年

代には、学校は足らなくて、生徒数はたくさんお

りました。そして市場も賑わっておりました。し

かし、今は半分の生徒になってしまって、市場の

中では串が抜けたように、１軒がやめ、２軒がや

めして、大変寂しい状態が続いております。そう

いうことで、人口の推移がまちの繁栄を動かして

いると私は確信しております。

そういう意味において、やはりこれから行政が、

そういう子育て支援に大きく介入してくる時期と

私は判断しますが、その辺、市長、もう一回ご答

弁をお願いしたいと思います。

それから、教育委員会にお尋ねいたします。保

育園の場合は、２子から半額、３子は無料という

ことです。ただし、それは保育園に入っている兄

弟のことなんです。これを私は、今、本壇からも

言いましたように、せめて義務教育が終了するま

で、この制度をやっていけないのか。

ただ、市長が先ほど答弁の中で、２億円、３億

円近くの金が要る。幼稚園の児童を全部すると年

間５億円要るということでありますが、私は、そ

れは十分５億円ぐらい出していいのではないかと、

それでもし出生率あるいは子どもが少なければ、

またそのときに考えればいいことであって、長崎

市の2,000億円からの財政でございますので、５

億円や10億円は何とかひねり出されるのではない

かと期待をしております。

それから、教育長にお尋ねしますが、給食費の

問題も絡んでくるわけです。保育園を卒業してく

ると、今度は学校にまいります。ところが、私は

ちょっと調べていただいたんですけれども、小学

校に１人で通って来る人が１万2,436名、兄弟２

人が4,755組、３人が402組でございます。せめて

２人目を無料にしますと、大体、年間２億1,500

万円の給食費が要ります。第３子だけをやります

と、３人目からやりますと1,600万円でございま

す。だから、２万3,174名の小学生がおるわけで

ございますけれども、やはり保育園もそういうふ

うで、３子目は無料にしております。だから、小

学校の場合、３人目の子どもだけを無料にすると

約1,600万円、２人をすると２億1,500万円、保育

園と幼稚園を合わせても、せいぜい10億円あれば

給食の無料あるいは保育園のあれもできるのでは

ないかというふうな気がしてなりません。

ただ、私が何でこれを言うかというと、やはり

今ここで、毎年５億円でも10億円でも金をついで

いかなければ、例えば2050年に30万人になったと

きに、今の年金制度、医療保険制度が果たしてこ

のまま保てるのかどうかという心配も一つござい

ます。

今までこの問題が出てから、60歳になって年金

の支給が言われて楽しみで掛けてきた人、ところ

が、これが65歳まで延びたわけでございます。あ

と20年、30年後には75歳にならんと年金をもらえ

ないような、そういう時代になってくる可能性は

あるんですよ。十分にあるんです、これは。ある

いは65歳からもらうなら、給料の半額を税金とし

て納めなさいと、あるいは消費税を15％、20％に

しますよと、いろんなそういう問題が今後20年、

30年後にはかかってくるんですよ。私は、そこを

心配するんです。

今、ここで国、これははっきり言いまして、市

が単独でやることではないんです。できないと思

います。しかし、長崎から、こういうことがある

んだと、将来のことだと声を挙げて全国に呼びか

けてもいいんではないですか。年間10億円つぎ込
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むことによって、将来の保障がある程度長崎がで

きるなら、これは全国全部、そういうふうにして

きたならやっていけるのではないかと思います。

私が心配するのは、やはり30年、40年後、今のちょ

うど30代の人たちが年金をもらうときに、果たし

てこの年金制度があるのかどうかという心配を私

はしております。また、医療保険制度などでも崩

壊してくると思います。

そういう点につきまして、大変私はその辺を憂

慮して、今回の少子化問題だけについて質問をし

たわけでございます。

市長並びに福祉保健部長の見解をお聞きしたい

と思います、改めて。

○市長 (伊藤一長君) 中田勝郎議員の再質問にお

答えをいたしたいと思います。

今度の９月定例市議会の議案でも出させていた

だいていますけれども、第76号議案で市営住宅に

新婚世帯を優先的に先行して入居させる議案、

「長崎市営住宅条例の一部を改正する条例」を第

76号議案で出させていただきました。これも今、

中田勝郎議員がご指摘のように、これは先進的な

議案だと、私どもが申し上げるのはおかしいんで

すが、そういうふうにマスコミでも載せていただ

きましたし、思いますが、ただし、これも所得制

限がかかっております。その問題も含めて、先ほ

ど本壇でもお答えさせていただきましたが、子ど

もを３人以上持っている方々を市営住宅に入って

いただく場合でも、優先枠はあっても所得制限が

かかっている。こういうことにつきましては、今

の私どもの段階では、そういう形で議案を出させ

ていただいておりますが、あとは議会の方で、そ

ういう一つの流れといいますか、議案の審議とい

う形で、どういうふうに審議していただくかとい

うことも一つの方策ではなかろうかなという感じ

がいたします。

確かに今、個々の案件を通じてご指摘をいただ

きまして、私もそうだなと思いますのは、いわゆ

る今の政府は、少子化対策について非常に熱心に

取り組んでいただいています。それが個々の予算

でついてきておりまして、私どももそれを長崎市

なりに一生懸命財源のやりくりをしながら施行さ

せていただいていますけれども、全体の個々の施

策としては、相当進んできていると思いますけれ

ども、まだ完璧ではないが、進んできていると思

いますが、全体としましては、先ほど申し上げた

ように、住宅の子育てをしやすいような子どもた

ちの環境をつくっていく。例えば住居の政策の問

題、教育全体をどういうふうにもっていくのか、

しかも、高等教育を、専門の教育をどういうふう

にもっていくのかという制度、税金の問題、こう

いう根幹にかかわる問題が実はまだ国の施策とし

て打ち出されていないというのも、ある意味では

事実だと思います。

先ほどの柳川議員のソフト事業日本一という質

問との絡みもございますが、こういう子育ての中

における住宅政策を長崎市がどういうふうに打ち

出すのかというのは、先ほどからの質疑応答を踏

まえて大事なテーマではないかなというふうに思

いますので、大変難しい課題ではございますけれ

ども、しっかり議会のご質疑等を踏まえながら私

どもも頑張ってまいりたいと思いますので、よろ

しくお願いいたしたいと思います。

○福祉保健部長（高谷洋一君） 保育所に関する再

質問についてお答えしたいと思います。

我々福祉部門が今、大きな課題として抱えてい

る問題として、待機児童の解消の問題がございま

す。そのため、現在、幼稚園の活用等も含めて検

討をいたしているところでございます。過去、既

存の保育所経営者の方からもいろいろ、私たちも

昔は非常に苦労をしたというお話も伺っておりま

すし、私たちもやみくもに保育所をどんどん広げ

ていくという考えではございませんで、待機児童

の多い地区に絞って慎重に拡大していきたいとい

うふうに考えております。

もう一点、保育を必要とする児童が今後どうなっ

ていくのか、この見通しにつきましては、非常に

難しい面もございますが、男女共同参画の考え方

が非常に定着もしてきておりますし、今後、少子

化に伴いまして、将来、労働力の不足も見込まれ

ます。女性の社会進出というものは、これからも

ますますふえていくのではないかというふうに私

は考えております。そのためにも、保育所の待機

児をなくすために努力をしたいと思っております

が、あくまでも慎重にやっていきたいというふう

に考えておりますので、よろしくご理解をお願い

いたします。
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○教育長 (梁瀬忠男君) 学校給食の負担の件での

ご質問にお答えさせていただきたいと思います。

ご承知のように、学校給食費の負担につきまし

ては、学校給食法の規定によりまして保護者の負

担となっておりまして、これによりまして、本市

では小学校が3,500円、中学校が4,100円の食材の

実費を徴収しているところでございます。

今、議員の方からもご提案がありました２子目、

３子目の軽減措置の点でございますけれども、今、

議員の方からもご指摘がありましたが、確かに３

子目以降の児童をとりましても、420名の対象と

なり、1,600万円の費用負担、それと、２子目か

らになりますと、5,600人の２億1,500万円と、こ

ういう試算がなされます。

本市の厳しい財政状況のもとでは非常に厳しい

のかなと思いますが、今、議員のご指摘のとおり、

少子化対策というのは大変重要であるという認識

をいたしておりますので、今後、福祉とかいろん

な関係部門とも連携を図りながら、総合的な市の

少子化対策の施策として研究をしてみたいという

ふうに考えておりますので、よろしくお願い申し

上げます。

○36番（中田勝郎君) 市長並びに教育長あるいは

福祉保健部長からも答弁をいただきました。今回、

私が質問したことについては大変厳しいものがあ

ります。だから、質問してすぐできると期待はし

ておりません。私も。しかし、正直言って、本当

に真剣に考えていただきたい。ただ、上辺だけで

はなくて、少子化だ少子化だと言うのでなくて、

国も確かに力は入れてきておりますけれども、し

かし、まだまだ本当の真の、どこが一番大事なの

かというものが私は届いていないのではないか。

特に子どもを産める若い世代の夫婦の方々には届

いていないのではないかと、その施策が。私は、

そういうふうに感じてなりません。だから、所得

制限の撤廃、いろんなことがありますけれども、

そういうものもひとつ今後大いに見直しをしてい

ただいて、市民のため、国民のためになるなら、

どんどん議会とも話し合いながら進めていけばい

いんではないかと思っております。

そういう意味において、私は、今後、この少子

化対策については、行政が本当に真剣に考えてい

ただくことを願いまして、私の質問を終わりたい

と思います。

なお、関連質問が吉富議員からございますので、

よろしくお願いいたします。

〔「関連」と言う者あり〕

○議長（鳥居直記君） 13番吉富博久議員。

○13番（吉富博久君） 中田議員の少子化対策に関

連し、次の２点について質問をさせていただきた

いと思います。

中田議員のご指摘にもありましたとおり、少子

化対策における保育所の役割は大であります。特

に、これからの保育所は、利用しやすい多機能型

保育所として地域や利用者のニーズを十二分に把

握し、それを実行に移していかなければならない

というきめ細かな対応が求められているところで

あります。その遂行に当たっては、地方行政がい

かに率先して保育サービスの提供体制を整えられ

るかに、一にかかっていると言っても過言ではあ

りません。

そういった意味では、この２点はすぐにできる

ものとしてご提案をさせていただきたいというふ

うに思います。

まず、認可保育所における年度途中入所者につ

いてお尋ねをいたします。年度途中入所者につい

ては、４月１日時における年齢にさかのぼって保

育単価を適用すべきではないかと思います。つま

り、同一学年時については、同一保育単価での対

応をすべきである。そういうことであります。特

に、ゼロ・１歳児クラスにおいては、運営費の単

純平均単価において同じクラスでの保育児であり

ながら、同年齢での一月の保育単価が一人の子で

は17万8,992円、一人の子では10万3,719円と、満

１歳になって入所した子との差が極端に生じてい

るのが現状であります。このことは、国の制度の

改正が求められているところでありますが、本市

単独でも、その差を早急に埋める必要があると思

いますが、お考えをお聞かせいただきたいと思い

ます。

次に、認可保育所への看護職の配置についてお

尋ねをいたします。

男性の失業率5.8％、就業時間の短縮等、極め

て厳しい労働環境の中で、本市もワークシェアリ

ングの試行に入られました。このような不況下の

もとで、家計を支えるための主婦の就業もかなり
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ふえています。これらのことによっても、保育を

必要とする子どもたちが年々多くなり、現在、保

育所への待機児解消策にあらゆる方策で取り組ん

でおられますが、各園とも、定員を20ないし30％

上回って園児を受け入れているというのが現状で

あります。園児の健康管理のためにも、そしてま

た、親が子どもをより安心して預けられるために

も、その保育所の規模、乳児の数にかかわらず、

看護師の資格を持った職員の配置は必要不可欠な

時代に入っていると思います。

現在、保育士の賃金単価では、看護職の雇用が

困難な状態であります。安心した、安定した保育

所の経営を維持しながら、看護師の雇用ができる

ように対応をなさるおつもりはないか、お尋ねを

いたします。

以上、ご答弁をよろしくお願いいたします。

○福祉保健部長（高谷洋一君） 吉富議員の関連質

問にお答えいたします。

まず、１点目の年度中途入所の児童で、満１歳

に到達した後に入所する児童の運営費の年齢区分

の適用につきましては、ゼロ歳児の運営費の単価

を適用すべきではないかとのお尋ねについてお答

えいたします。

運営費は、入所児童の年齢に応じまして、ゼロ

歳児、１・２歳児、３歳児、４歳以上児と４段階

にそれぞれ区分されておりまして、その運営費は、

職員数の配置を最も要することとなっております

ゼロ歳児が一番高く、年齢区分が高くなるほど職

員の配置が緩和されることなどから、その運営費

は少なくなっていく取り扱いとなっているところ

でございます。

議員ご指摘の満１歳に到達した後の入所児童に

つきましては、１歳児の運営費の区分の適用とな

りますが、満１歳に到達する前に入所した児童に

ついては、その年度はゼロ歳児の運営費が適用さ

れることとなり、いわゆる同級生で同じ保育室で

保育をしながら、その運営費に差異が生じる結果

となっております。年齢区分の取り扱いにつきま

しては、国の基準運営費の取り扱いにおいて、保

育の実施がとられた日の属する月の初日における

年齢区分によることとなっており、既に入所中の

ゼロ歳児が誕生日を迎えて満１歳となってもゼロ

歳児の運営費が適用されているものでございます。

これとあわせまして、保育士の配置基準につき

ましても、入所児の年齢に対応した配置の取り扱

いとなっております。

このように、保育士の配置基準等と相まった運

営費の単価にかかる適用ですので、ゼロ歳児にか

かわらず、国どおりの取り扱いを市が独自で変更

することはなかなか難しいものがあると考えてお

ります。

なお、この件につきましては、全国保育協会に

おかれましても、その取り扱いを国に要望してい

るというふうに伺っておりますので、その推移を

見守ってまいりたいと考えております。

次に、民間保育所における看護師の配置につい

てお答えいたします。

本市の民間保育所における看護師または保健師

等の看護職の配置状況といたしましては、民間保

育所54カ所中23の保育所に配置されているという

状況でございます。保育所における児童の保育に

は、基本的には保育士が当たることとされ、その

配置基準は入所児童の年齢別に、それぞれ定めら

れているところでございます。しかしながら、低

年齢児の保育の推進が図られている中、国の乳児

保育促進事業等事業実施要綱におきまして、ゼロ

歳児の乳児を９人以上入所させる場合には、保健

師または看護師１人を配置しなければならないこ

ととされており、乳児が９人未満でも、６人以上

の場合は看護職の配置に努めることとされており

ます。

なお、この場合の保育士の配置基準の取り扱い

につきましては、乳児が６人以上の場合には、看

護職の職員１人に限り、保育士と見なすことがで

きることとされているところでございます。

このように、乳児６人以上の保育所については、

看護職の配置が適当とされており、その確保を図っ

ていく必要があると考えているところでございま

す。

今後とも、国の定める運営費の算出基準と保育

所における看護職の雇用の確保の困難性を見極め

ながら、引き続きこの点につきましては検討して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○13番 (吉富博久君) ご答弁をいただきましたが、

まず、差額の問題ですが、保育士の配置基準、そ
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れと相まって運営費の単価にかかる適用だから、

国どおりの取り扱いを市がしていかなければなら

ない。国どおりという形で、単独でなかなか市が

するのは難しいという話ですが、１つご質問をし

たいのは、この差額を埋めたときに、国からのペ

ナルティが何かあるのかどうか、お尋ねをいたし

たいと思いますし、それと、ゼロ歳児の配置基準、

さっき配置基準の問題が出ましたけれども、ご答

弁がありましたけれども、ゼロ歳児の配置基準は

３対１ですよね。現在、ゼロ歳児のクラスに１歳

児も入り込んでんでいろんな保育を今やっておる

わけですけれども、この配置基準自体が4.5に１

人とか、５対１になっていませんか。逆に、そう

いうことであると、おかしな方向で今進んでいる

ということを、私は逆に指摘をさせていただきた

いというふうに思います。

せんだっての新聞、これは「無認可の保育所で

相次ぎ園児死亡」という記事ですけれども、一番

手がかかるのは、やはり６カ月ぐらいから２歳ぐ

らいまで、目が離せない子ども。こういう中で、

ここで新聞で報道されていますのが、被害者の年

齢、４カ月とか１歳10カ月の子、これはうつ伏せ

で昼寝中に死亡。それから７カ月の男の子、これ

はベッドで冷たくなっていた。それから10カ月、

１歳11カ月の女の子。この１歳11カ月の女の子は、

子どもが出ないようにするベッドの木製のふたと

ベッドの柵の間に首を挟まれて死亡というのが状

態ですね。

だから、国の配置基準としては３対１、それよ

りもふえてくると、保育士の目が行き届かないと

いうことだってあり得るわけですよね。これは新

聞に載っているのは、あくまでも無認可保育所で

すけれども、この無認可の保育所の場合でも、そ

ういった保育士の配置であるとか、あるいは看護

師の配置、そういったものが不適切、基準に合っ

てないから、こういう事故が起こったという指摘

がここでなされている。ということは、先ほど申

し上げましたように、３対１が４対１、５対１と

いう形の中で保育がなされるようであれば、こう

いう状況がひょっとしたら生まれる可能性だって、

あってはいけないことですよ、あってはいけない

ことだけどあり得るということですよね。あって

からでは遅いんです。

そういう意味では、やはりきちっとした形の中

で保育士が、そして保育所が健全な運営ができる

ように、きちっとした形の中で運営ができるよう

にするのが、行政としての一つの大きな役割だと

思います。

そういう意味で、少子化対策、いろんな形の中

でつながってくる。本当に安心して子どもを預け

られる。そして、中田議員が言われたように、３

子までは、少なくとも義務教育の部分については

無料化していくとか、いろんな対応と相まって、

では３人まで、あるいは５人まで子どもを産もう

かという気持ちになるんではないのかなという思

いがします。

どうか、子どもに事故がないように、いろんな

形の中で実際に親が安心して預けられるように、

そういった形での運営費の補助もしっかりやって

いく。それが私は役割だと思いますが、見解をお

聞かせいただきたいというふうに思います。

それと、看護職の配置もそうですが、以前から、

看護職の部分ではご質問をさせていただいており

ます。あるときの質問で、私は問い掛けたことが

ございます。「福祉保健部長さん、あなたにもし

保育所に預けた子どもがいて、熱を出した。その

子どもが熱を出して保育所からすぐ連れにきてく

れと、熱を出したから」と言われたときに、あな

たは今、行けますか。今そこに座っておられます。

メモが入りました。メモが入ったときにすぐ行け

る状態ですか。状態ではないはずです。でも、保

育所は、すぐ迎えに来なさいというケースは結構

多いんです。そういう保育所ばかりではありませ

んよ。ぎりぎりまで待ってくれる保育所だってあ

ります。でも、ほとんどがすぐ迎えに来てくださ

いという状態なんです。

今、こういう労働条件が厳しい折から、お母さ

んだってそうなんです。勤めているところのその

職場を離れてすぐには迎えには行けないはずなん

です。そういった状況の中で、やはり看護師がい

る、安心してある程度看護師が判断をしながら見

てくれる、そういう状況をやはりつくっていかな

いと、これもまた事故につながる可能性だってあ

るわけですよ。

そういった意味では、早急な対応をいただきた

いというふうに思いますし、あなたのお考え方を
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お聞かせいただければというふうに思います。

○福祉保健部長（高谷洋一君） まず１点目の国か

らのペナルティがあるのかということでございま

すけれども、市単独でやる限りは国からのペナル

ティはないと思っております。

それから、保育士の配置の問題になりますけれ

ども、ゼロ歳児が１人で３人を見ると、１歳児は

６人で見るというふうに、保育士の配置の最低基

準につきましては、一定、おおむねというふうな

決め方をしてありますが、保育現場の方で非常に

努力をなさっていただいているんではないかなと、

私は理解をいたしております。

それから、看護師につきましては、確かに子ど

もたちはいろいろ病気も急変する場合もございま

すので、看護師が全保育所に配置されることが望

ましいというのは、私自身も考えてはおりますけ

れども、今の制度の中で、そういうことでござい

ますので、私たちもそこらあたりを今後の課題と

して検討していきたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○13番 (吉富博久君) 看護職は、全保育所に配置

されるのが望ましいということだと自分も思って

いるということですから、ぜひそうしていただき

たいと思いますが、ただ、全額をそういうふうに

した形の中で看護師を１人雇いなさいということ

ではなくて、先ほどもちょっと触れられましたけ

れども、保育士の時間単価と看護師の時間単価と

約300円ぐらいの差なんですよ。その300円の差が

埋められなくて看護師が来ない。幾ら看護師を雇

おうと思っても来てくれないという状況にありま

すので、その300円を埋めることによって看護師

が雇用できるという状態があるんです。これだっ

たらそんなにお金はかからないというふうに思い

ますので、ぜひそういった対応を、もう一度早急

に検討するということですから、検討して結論を

出して、そのことも含めてですよ。早急に検討す

るという答弁がありましたので、最初。ぜひお願

いをいたしたいというふうに思います。

それと、配置基準で、現場が大変苦労しながら、

やはりそれなりに努力をしてやっておられると、

そうだろうと思いますという福祉保健部長の答弁

がありました。そのとおりなんです。現場はてん

てこ舞いなんです。そして、私どもが保育所に行っ

て見てても、保育士の仕事をなさっている方、保

育士の仕事というのは非常にハードですよね、走

り回って。私が保育士できるのかと言ったら、と

てもじゃないけれども、できないわけで、すごい

労働力ですよ。だから、その中で、また、基準が

３対１とか５対１とかという形の中で、３対１が

５対１ぐらいにふえていくとなれば、なおさらに

目配り、気配りをしていかなければいかんし、そ

ういった意味では、いろんな形の中でそれが見落

とされるという可能性だって、ひょっとしたらあ

る可能性があります。

だから、そういう意味では、早くそういったも

のを解消していっていただきたい。特に今、質問

しました国からのペナルティはないということで

すから、市独自でその施策が打てるということで

すら、ぜひそういう意味では、市が率先して、先

ほども中田議員が言われましたけれども、長崎か

らそういった施策を打ち出して、日本全国にやっ

ていくという一つの大きな課題を持ちながら実施

に移していっていただきたいと思います。

市長もオンリーワンのまちづくりということで

率先して長崎からという一つの思いもあられるわ

けですから、ぜひそういった意味では、こういっ

た一つひとつのことをきちっと片づけながら、長

崎市の保育行政、特に少子化対策に対しての思い

というものを全国に発信をしていただくよう、心

からお願いをいたしまして、質問を終わります。

○議長（鳥居直記君） 休憩いたします。

午後は１時から再開いたします。

＝休憩 正 午＝

＝再開 午後１時０分＝

○副議長（松尾敬一君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。44番中村すみ代議員。

〔中村すみ代君登壇〕

○44番（中村すみ代君) 草の根クラブの中村すみ

代でございます。

質問通告に基づきまして、２点質問いたします

ので、市長並びに理事者の皆さんの明快かつ前向

きの答弁を求めるものでございます。

まず、第１点目ですが、市町村合併について。

小泉内閣は、1999年（平成11年）の市町村合併
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